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投稿（研究ノート）  

出生率と課税政策の関係  

安 岡 匡 也   

現在の少子化対策として，法整備としては次世  

代育成支援対策推進法の立法化，平成16年には児  

童手当法の一部改正（支給対象年齢を小学校第3学  

年まで引き上げ）が行われた。また「エンゼルプラ  

ン」を策定し保育サービスの量的拡大や多様化を  

計画的に進め，「新エンゼルプラン」で保育サービ  

ス関係ばかりでなく，雇用，母子保健，相談，教  

育などの事業についても目標値を設定して取Ⅰ）組  

んでいる。少子高齢化対策関係予算についても平  

成16年度予算額で1兆6386億6300万円にも上っ  

ている（出所：『平成16年少子化社会自書』）。この  

ような事例から少子化対策に積極的に取り組んで  

いることが分かる。   

少子高齢化問題は日本に限らず，先進諸国共通  

の問題である。先進諸国では1970，80年代に出生  

率が低下する現象が見られた（図1参照）。それに  

村して各国も政策を行っている。例えば林（2005）  

によると，スウェーデンでは，女性の育児休業取  

得日数は日本よりも多く，またスウェーデンでは  

保育サービスも充実しており，現在では待機児童  

がいない。現在スウェーデンは出生率増加に転じ  

ている。フランスでは，N分N乗方式と言われる  

課税制度を採っており，子どもを持つことは実質  

的に税負担が軽くなるという税政策を行っている。  

逆にアメリカでは，児童手当もなく，保育サービ  

スも充実していない。それでもアメリカの出生率  

は一様には低下していない（フランス，アメリカに  

関するデータの出所：国立社会保障・人口問題研  

究所『少子社会の子育て支援』）。   

とかく少子化政策の分析は政策を行った効果の  

みに着目しがちであるが，ファイナンスの仕方も   

Ⅰ は じ め に  

現代日本における出生率の低下は深刻な問題で  

ある。日本の合計特殊出生率は4．54（1947年）か  

ら1．25（2005年）となり過去最低を更新している。  

日本の人口は2006年に1億2774万人でピークを  

迎え，2050年には1億60万人になると予測されて  

いる（出所：『平成16年少子化社会自書」】データ：  

厚生労働省「人口動態統計」，国立社会保障・人口  

問題研究所「平成14年1月将来推計人口」）。   

出生率低下の要因としては未婚化・晩婚化・晩  

産化・夫婦出生力の低下，子育てにかかるコスト  

の上昇等が挙げられている。実際にかかる子育て  

の費用について野村謡券株式会社（2003）「第8回  

家計と子育て費用調査」によると，家計支出平均  

の月額27．3万円に占める子ども一人あたⅠ）の支出  

額平均は7．8万円にのぼⅠ），エンジェル係数（家計  

支出に占める子育て費用の割合）は28．4％である。  

また予定子ども数よりも実際の子ども数の方が小  

さいという事実があるが，そのように回答する夫  

婦のうち62．9％が育児コストを原因に挙げている  

（出所：『平成16年少子化社会白書」】データ：国立  

社会保障・人口問題研究所「第12回出生動向基本  

調査」）。また子育てのための就業中断による機会  

費用も出生率減少の原因になっていると指摘され  

ている。内閣府（2003）の試算によると，大学卒の  

女性が28歳で出産のために退職し，34歳で職場復  

帰した場合，就業を継続した場合と比べて，児童  

手当あるいは所得控除などの収益を除くと約8500  

方円の所得が失われるという。  
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左していると主張している。資本労働比率の上昇  

は女性の相対賃金を高めその結果出生率は低下す  

る（）他に世代重複モデルで分析したものにKato  

（1ミ）99）がある。   

硯状の日本における出生率の低下は年金システ  

ムと一緒に問題視されることが多く，賦課方式年  

金システムの下で出生率の決定に関する論文もい  

くつか存在する。例えばNishimuraandZhang  

（1ミ）92）は賦課方式年金システムにおいては他家計  

の子どもの数が年金の収益率を上昇させるという  

外部性が働くことを指摘している。Yakib（2001）  

は賦課方式年金システムの下で，寿命の延びは出  

生率を低下させると主張している。育児支援の効  

果を分析したものとして小塩（2001）があるが，賦  
課方式年金システムの下で育児支援が出生率にど  

のような影響を与えるのかをシミュレーションに  

より考察している。結果として育児支援と年金削  

減を組み合わせれば，出生率は必ず引き上げられ  

る。，本稿は課税によるファイナンスを考慮した小  

塩（2001）の育児支援政策モデルの再検証と位置付  

けることができる。本稿の分析は育児支援の効果  

を税収のファイナンスの仕方も含めた理論分析に  

なっている。   

出生率の実証分析については伊達，清水谷  

（2005）が出生率の低下を分析した実証研究をサー  

ベイし，特に出産・育児と女性の就業を両立させる  

ための政策が重要であることを示している。日本，  

スペイン，ドイツ，イタリアのように女性労働力  

率が上がるにつれて出生率が落ち込む囲もあれば，  

スウェーデン，ノルウェー，アメリカのように逆  

に出生率が増加する国もある。樋［］・阿部・  

Waldfogel（1997）は日本・イギリス・アメリカで  

国際比較を行い，育児休業制度の存在が出産後の  

就業の継続を促す効果は，日本が最も大きいことを  

示している。塚原（1995）によると，児童手当制度  

の充実は妻の雇用形態に関係無く出生確率を上昇  

させるとしている。   

本稿の情成は次の通りである。ⅠⅠはモデルの設  

定，ⅠⅠⅠは均衡解を説明し，Ⅳでは課税政策の分  

析を行っており，単に増税をしたのみのケース  

（ケース1），集めた税収を一括的に所得移転する   

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2003  

年代   

出所）「平成16年版高齢社会白書」より抜粋，データは  

UN，DemographicYearbook，CouncilofEurope，Re－  

CentdemographicdevelopmentsinEurope，2003．U．S．  

DepartmentofHealthandHumallServices，National  

ⅥtalStatisticsReport，VOl．51－2，53－9，EurostatStatis－  

ticsinFocus：PopulationandSocialConditions13／  

2004．但し，日本は厚生労働省「人口動態統計」に  

よる。  

図1先進諸国の合計特殊出生率の推移  

十分着目する必要がある。課税の影響を考慮しな  

がら政策を行うことは重要である。本稿は育児支  

援などの所得移転政策のためにどのような課税（労  

働所得課税，資本所得課税，消費課税）が望ましい  

のかに対する答えを提示している。   

出生率の決定を理論的に考察した論文Barroand  

Becker（1988），（1989）がある。家計の構成員たる  

各メンバーは利他的な動機でつながりを持つ代表  

的王朝モデルの下で出生率がどのようにして決ま  

るかを考察し，消費の成長率と出生率の間には負  

の関係があることを導き出した。さらにBenhabib  

andNishimura（1989）は出生率の決定が，低所得  

を伴う低出生率と高所得を伴う高出生率の2つの  

ケースを導出した。また，Becker，Murphy，and  

Tamura（1990）は子どもの数（出生率）と子どもの  

質（人的資本）の決定モデルを考察し，経済が低所  

得を伴う高出生率状態のマルサスのわなに陥る可  

能性があることを指摘した。世代重複モデルで子  

どもを消費効用として考えたモデルで育児に伴う  

就業中断の機会費用を考慮した論文としてはGalor  

andWeil（1996）がある。女性労働者賃金の男性労  

働者賃金に対する相村的賃金が出生率の水準を決  
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等しい税率が適用されているわけではない。しか  

し，累進度は日本では10％、37％（スウェーデン  

20％と25％の税区分）と以前ほど低下しているこ  

と，日本は最低税率に納税者の8割が分布（アメ  

リカは15％に7割，イギリスは22％に8割）して  

おり（出所：『税のはなしをしよう（2004）』），大多  

数が単一一税率に適用されているから，近似的に線  

形の労働所得税を仮定して分析しても問題はない。  

予算制約式は次のようになる。  

ケース（ケース2），集めた税収を子どもの数に比  

例的に所得移転するケース（育児支援に支出する場  

合，ケース3）をそれぞれ資本労働比率と出生率の  

観点から考察する。Ⅴで効用分析を行う。Ⅵはま  

とめである。  

ⅠⅠ モ デ ル  

1家  計   

小塩（2001）と同様に育児支援が導入された2期  

間2世代の世代重複モデルを考える。世代重複モ  

デルを用いる理由としては，本稿はその税をどの  

世代の負担に求めるべきかを明確にするために，  

世代が明確に分かれているモデルを使う必要があ  

るからである。また出生率の問題は年金システム  

とともによく考えられており，年金システムの下  

での理論分析においては世代重複モデルがよく用  

いられている。解が単純に求められるのも理由の1  

つである。ある世代が∽fだけの対称的な家計に  

よって構成されており，各家計の予算制約式，効  

用関数は同一一とする。各家計は消費，育児によっ  

て効用を得るものと仮定する。定式化すると次の  

ようになる。  

〟＝α1n乃r＋βhcり＋γhc叫2  （1）  

勒は子供の数，Cf．1はf期の若年期の消費水準，C叫2  

はf＋1期の老年期の消費水準を示しており，α，β，  

γは0と1の間の値をとり，α・β＋γ＝1と仮定す  

る。   

各家計は若年期に労働，育児，消費を行ない，  

老年期に消費を行なう。労働により労働所得を得  

て，貯蓄により資本所得を得る。育児を行なうた  

めには費用がかかる。老年期に得られる所得は資  

本所得と年金である。年金システムは賦課方式と  

仮定する。   

ここでは増税が出生率にどのような影響を与え  

るのかを考察するため，ノJ、塩（2001）のモデルに課  

税を入れて考える。税を考慮する場合，日本にお  

いては利子所得課税である資本所得課税，一般消  

費税は単一の税率で考えても何ら問題ないが（利子  

所得税：20％，消費税：5％），給与所得税などの労  

働所得課税は累進構造を持っており，全ての人が  

（1・丁。）c札2  
（1＋T。）z〃′・（1・T。）cり・  

1・（1一丁r）符．1  

（椚f一癖叫  
（1一丁伊）叫－♪・  

（2）  

家計の数が十分大きい場合は右辺第3項は  

（∽′－1）爽・乃′ ▲、  乃f  

♪となる。Zは  
（1・（1一丁r）れ．1）椚′r′1・（トTr）れ＋1  

子供1人あたりの育児費用を表す。または育児の  

機会費用として考えることもできる。♪は賦課方式  

年金の支払い額を示しており，現在日本で採用さ  

れている物価スライド制は単純化のためここでは  

考えない。動は他の家計の子供の数を示しており，  

桝fは家計の数である。T伊，Tr，T。はそれぞれ労働所  

得税率，資本所得税率，消費税率である。（2）式と  

家計の数が十分大きいという制約の下で効用最大  

旦 化問題を解くことによって，Cり＝z帖1▼2＝  
α  

（Z （1・（1一丁r）れ・1）g乃′となり，出生率は玖＝何  
（1一丁甜）叫－♪＋  乃J  である。対称的  

1＋（1一丁r）省．1  

な家計を仮定しているため勒＝元fより各々の家計  

の子僕の数は  

α（（1一丁甜）wf－♪）  

兜f＝   

（3）  

となる。出生率は正であるので分母は正でなけれ  

α♪  
ばならない。すなわち（1＋ち）g－  

である。   

＞0   
1・（1一丁r）れ＋1  



出生率と課税政策の関係   83  5〟椚椚βγり6   

2 企  業  使途としてケース1．通常の政府支出に用いる場合  

（所得移転や育児支援に用いない。），ケース2．一括  

的な所得移転を行なう場合，ケース3．育児支援を  

行なう場合（子どもの数に比例的に所得を与える）  

を考える。  

1通常の政府支出に用いる場合（ケース1）   

集めた税収を所得移転や育児支援などに使わな  

いケースを考え，それぞれの課税の増税が出生率  

と資本労働比率にどのような影響をもたらすかを  

考察する。この時の定常状態における資本労働比  

率，出生率と政府の予算制約式は次のようになる。   

巌（1一丁ひ）紺－♪一望崇（1＋丁亡）z”（6）  

生産は物的資本と労働によって行なわれる。生  

産関数は℃＝ガタぷ∂とコブダグラス型を仮定す  

る。0く∂く1であり，坑，昂，んはそれぞれ順に産出  

量，物的資本，労働である。物的資本は1期で完  

全に減耗すると仮定する。完全競争であれば，利  

子率れと賃金率紺fはそれぞれ物的資本の限界生産  

性，労働の限界生産性と等しくなり，1叫＝∂ぜ1，  

紺r＝（1－∂）好となる。ち＝掌は資本労働比率であ  

る。   

3 政  府   

政府の予算は年金予算と一般会計予算の2つが  

あると考える。それぞれの予算は均衡予算である  

ものと仮定する。年金予算の予算制約式は自明で  

あるので省略する。一般予算の制約式は持勒ん＋  

T。C‖＋T。G，2＋㍍叫ん＋Tr成＝Gfになる。G，1はf期  

の若年世代の給消費量，C，2はf期の老年世代の給  

消費量である。C′は一般的な政府消費である。こ  

の政府の予算制約式を1人あたりに直すと次のよう  

になる1）。  

TrZ〝r＋T。Cり＋T。一吐＋丁紺叫＋T′ち畝＝gf（4）  
〝r1  

ⅠⅠⅠ均  衡  

資本市場の均衡式は5r＝昂十1で，5′はf期の経  

済全体の総貯蓄量である。1人あたりに直すと5′＝  

勒あ十1となり，S≠は1人あたりの貯蓄であり，S′≡（1  

一丁甘）伸一－♪－（1＋丁。）cr一（1＋T。）g〝rである。Sr＝乃あ．1  

より次の式に書きかえることができる。   

〃んl＝（1一丁ひ）（1－β揮－‡（1＋Tc）（α＋姉  

（5）  

この式と出生率の決定式（3）がこのモデルの動学  

体系である。  

Ⅳ 課税政策  

課税政策が定常状態の出生率，資本労働比率に  

与える影響をここで考察する。なお集めた税収の  

α（（トTひ）仙－♪）  

〝＝   
（7）   

g＝T粁侶でかTc‡（（1－γ）〝  

＋γ（1＋（1一丁r）γ））  （8）   

これらの式を用いて，それぞれの税率を増加さ  

せた場合の定常状態の烏と〝がどのように変化す  

るかを比較静学分析で考察する。（6）式，（7）式を  

烏，〃，Tひ，Tr，T。について仝微分して整頓すると次の  

ようになる。  

〔≡；：；淵＝〔鉢＋〔；呈r〕恒〔鉢  

（9）  

β11＝項1一丁w）霊，β12＝烏・誓（1＋丁ど）z，  
d21＝（（1＋Tc）都－α（（1一旬一伸一Tr）憲   

一α（1一棚＋（1一丁r）γ）・  

β22＝（（1＋（1一丁r洲1・T。）g－α♪い壬〃′＝叫〃去ひ   

＝－α（1＋（1一Tr）小，  

症＝巾＋丁。）都－α（（トT抑）榔一抑止   

＝一三（α＋β）z〃，〃呈c＝－（1＋（1一丁r）γ）z〃   
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資本労働比率への影響労働所得課税は＝0  

より変化しない。資本所得課税は＝ ＜0  

より減少する。安定性条件より，l呵＞0である2）。  

0，65  

0．645  

出 0．64  
生  
宰0・635  

0．63  

0．625  

d烏 Z乃（（1＋（トTr）r）h（α＋如）  0 0．00060．00120、00190．00250．00320．004 0．00470．0055  

政府支出   

図2 課税率の上昇と出生率の関係（ケース1）  

消費課税は  
dT。  （7（イ  

より増加する。  

出生率への影響 労働所得課税は  

可1－ち）身  
資0・202  
本0．201  
労0．2  
働 0－199  

比0．198  
率0．197  
0．196  
0．195  
0．194  

（1＋（トTr）γ）2∂た  

＜0  
dT仙  Idgfl  

血α11止  

より減少する。資本所得課税は瓦＝何より符  
号は不定である。定常状態の出生率が大きい場合  

頼1一丁抑）のときに出生率は増加する0消費課  

税は  

＝一項＋（1－  

0 0．00060．00120．00190．00250．00320．0040．00470．0055  

政府支出   

図3 課税率の上昇と資本労働比率の関係（ケース1）  

消費課税の方が低下の度合いが小さいのは，資本  

労働比率の上昇のために賃金率が上昇し，その程  

度可処分所得が上昇しているためである。増税に  

より，可処分所得の減少で子どもの数も減るが，  

一方で資本労働比率の上昇が起きて，それは賃金  

所得の増加をもたらし，出生率を増加させる。一  

方資本所得課税は年金の割引現在価値を高めるこ  

とから，硯在価値で計った可処分所得の増加をも  

たらし，出生率を増加させる働きを持っている。  

2 一括的な所得移転を行なう場合（ケース2）   

この節では集めた税収を一一括的に所得移転する  

場合を考える。現在日本で行なわれている児童手  

当は子どもの数に比例して給付を行なう所得移転  

だが，ここでは子どもの数に関係無く一括的に与  

えている。このケースでは家計の予算制約式に1  

人あたりの所得移転額gを予算制約式に導入して  

これまでと同様に解く3、。この時の定常状態におけ  

る資本労働比率，出生率と政府の予算制約式は次  

のようになる。   

乃頼1一丁抑）抑－♪＋g一誓（1＋Tr）g乃（10）   

（九イ  

より符号は確定しない。資本労働比率の上昇によ  

る賃金率の上昇が大きい場合は出生率が増加する。  

以上の分析より次の命題を導くことができる。  

命題1（1）労働所得課税の増税は，集めた税収を  

何ら育児政策に用いない場合，資本労働比率は不  

変であるが，出生率は減少する。（2）資本所得課税  

の増税は，資本労働比率を減少させるが，出生率  

への影響は不定である。ただし，資本労働比率の  

変化に伴う賃金の変化に比べて定常状態の出生率  

が大きい場合，出生率は増加する。（3）消費課税の  

増税は，資本労働比率を上昇させるが，出生率へ  

の影響は不定である。ただし，資本労働比率の変  

化に伴い賃金が大きく増加した場合，出生率は増  

加する。   

図2，3を見ながら，経済的解釈を行なう。労働  

所得課税と消費課税で出生率は低下しているが，  
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α（（1－で－〟）紺－♪＋g）   α；1＝乃一芸，β；2＝烏＋聖基，α；1＝（g犯－α（紺 IY  
一州霊イ1＋γ）雷，β；2＝（1＋γ）g一射乙＝戒，  
〃f‘＝吉z（1＋亘紘＝芸（恒（1十叫  

〃ぎ。＝（1＋γ）gγ（1＋γ一犯）  

労働所得税率の増加は＝0より出生率に何  
dr紆  

〝＝  
（11）   

g＝丁甜侶丁かTc‡（（1－γ）侶γ（1・（1  

一丁7）γ））  （12）  

これらの式を用いて，それぞれの税率を増加させ  

た場合の定常状態の烏と〝がどのように変化する  

かを比較静学分析を用いて考察する。なお，簡単  

化のため，初期時点の税率は全て0とする。すな  

わち，税率0の状態から微小分税率を増加させた  

場合の影響を見ている。  

資本労働比率への影響（10）式，（11）式より  

ら影響を与えない。資本所得税率の増加は  

α；1〃2′－α；1拡  

であるが，符号は定まらない。な  
α；1（7；2－β；2α；1   

お，安定性条件よりα；1d；2一名2β；1＞0である。消費  

ー／，J “ 
烏＝三（1＋りz－ αし▲‥り” 

となる。この式を  税率の増加は  であるが，符号  
1＋（ト丁′）γ   d7。α；1（Z；2－α；2（7；1   

は定まらない。   

命題2 労働所得税率を増加ルてその税収をも  

とに戻した場合は，資本労働比率と出生率に何ら  

影響を与えない。資本所得税率を増加してその税  

収をもとに戻した場合は，資本労働比率を減少さ  

せる。出生率への影響は不定である。消費税率を  

増加してその税収をもとに戻した場合は，資本労  

働比率を上昇させる。出生率への影響は不定であ  

る。   

図4，5を見ながら，この結果の経済的解釈を行  

なう。労働所得課税は何ら経済システムに影響を  

与えない。労働が非弾力的なことから労働所得課  

税は一括税の働きを持つ。そして一括的に所得移  

転をしているので，どこにもゆがみが生じていな  

いのである。消費課税は，課税による負の効果，  

資本労働比率の上昇による賃金上昇の正の効果に  

－一括的な正の所得移転により出生率増加効果が加  

わり，その影響で出生率は上昇している。資本所  

得課税は，課税自体による出生率増加効果と，正  

の所得移転による出生率増加効果があって大きく  

出生率は増加している。  

3 育児支援に支出する場合   

この節では集めた税収を子どもの数に比例して  

所得移転する場合を考える。子ども数に応じて所  

得移転をするという政策は現在行なわれている児   

〔1訪霊〕戯  
烏，7r，T。について仝微分すると   

＝ヱ虚Tc一dT′となる。労働所得課税は IY  

－＝0より労働所得税率の増加は資本労働比率に  
（Jt  

dた  

対して何ら影響を与えない。資本所得課税は  

ゆ  

（1＋γ）2   

＜0より，資本所得税率の増税は  

下させる。消費課税は  

＞0より，消費税率の増税は資本労  
♪ 財  

（1十γ）2魂  

1一  

働比率を上昇させる。  

出生率への影響（10）式，（11）式を烏，犯，丁仰，丁′，7。  

について仝微分して整頓すると次のようになる（政  

府の予算制約式（12）を代入して求めている。また  

初期税率は0で評価している）。  
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となり，この式を  

〔1請霊〕戯  

86  

烏＝鮒・Tc）z－す）－  

0．6650  

0．6600  

0．6550  

1・（トで′）γ  

出  
生 0．6500  
率 
0．6450  

0．6400  

0．6350  

烏，Tぴ，Tr，T。について仝微分すると  

－≡‡れヰ毒〕れ一吉‡佃1  

・γ））dT。となる。なお，この演算は，政府の予算  

制約式（16）式を代入して行なっている。  
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図4 課税率の上昇と出生率の関係（ケース2）  
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図5 課税率の上昇と資本労働比率の関係（ケース2）  

一芸‡（伽・γ（1＋γ））  d烏  

消費課税の影響は，   ＜0  
♪ 材  

（1・γ）2∂ゐ   

1－  

童手当が当てはまる。子ども1人あたりの児童手  

当をすとし，政府支出はg＝q〃とする。子ども1  

人あたりの児童手当qを予算制約式に導入してこ  

れまでと同様に解く。この時の定常状態における  

資本労働比率，出生率と政府の予算制約式は次の  

ようになる41。  

か（1－㌦）ルー♪一望崇（（1・Tc）z－す）乃（14）  

より全て符号は負である。すなわち，児童手当の  

ような育児コストを低下させるゆがみを伴う所得  

移転のための課税はどの種類のものでも資本労働  

比率を低下させる。  

出生率への影響（14）式，（15）式を烏，乃，Tひ，Tr，T。  

について仝微分して整頓すると次のようになる（政  

府の予算制約（16）式を代入して求めている。また  

初期税率は0で評価している）。  α（（1一丁w）ルー♪）  
〝＝   
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（15）  

dr  

q乃＝吼＋勅・三（（1一γ）侶γ（1・（1一丁r）亜  
（16）  

これらの式を用いて，それぞれの税率を増加させ  

た場合の定常状態の烏と乃がどのように変化する  

かを比較静学分析を用いて考察する。なお，簡単  

化のため，初期時点の税率は全て0とする。すな  

わち，税率0の状態から微小分税率を増加させた  

場合の影響を見ている。  

資本労働比率への影響（14）式，（15）式より  

（17）  

軋＝旦紺・〃fr＝竺勤蛇＝慧旦z（伽・γ（1琳 αα  

軋＝（1－α）（1＋γ）抑，砿＝榊・γ）烏・Z雅一α（抑  

－♪）），か（1＋γ）‡（β侶γ（1＋γ））  

d乃 ＿ 
資   労働所得課税の影響は  

dTw α；1α；2－α；2α；1  
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る．。家計の最適配分を代入した効用関数はケース1  
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図6 課税率の上昇と出生率の関係（ケース3）  

〝 と（15）式より  
可1＋ち）  

n  
〟＝h乃＋β1  
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α（1＋丁。）   
析についてはこれらの数式で数値計算を行なう。  

出生率の増加は効用を増加させる一方，資本労働  

比率の増加は賃金率を上昇させる・一一方，利子率を  

減らし直接的に効用を減少させる。図8，9，10に  

よるとケース1では，全ての課税について効用は  

一様に減少する。ケース2と3では労働所得課税  

以外の課税で一様に増加している。育児支援政策の  

ための財源を労働所得課税でファイナンスをする  

ということは効用の面から見ても望ましくないこ  

とが言える。唯一，ケース3において，資本所得  

課税は効用を最大にする最適な税率が約71パーセ  

ントで決定される。社会的に最適な出生率はケー  

ス1において家計の最適配分を導出する過程で  

乃∫＝毎 を考慮することによって求められ，  

0．00000．00060．00120．00190．00250．00320．00400．0047（，．0055  

政帝支出  

図7 課税率の上昇と資本労働比率の関係（ケース3）  

d花 房1紘一〃；1拡  
本所得課税の影響は  消費課  

dT，〃；1（コ；2－〃；2（Z；1  

血 ＿ 
税の影響は  よりどれも符号は  

布∵ 〆11コ；2－〃；2（コ；1  

定まらない。以上の分析より次の命題を導くこと  

ができる。   

命題3 集めた税収を子どもの数に比例して所  

得移転する場合，どの課税でも資本労働比率を低  

下させる。出生率への影響は不定である。   

図6，7を見ながらこの結果の経済的解釈を行な  

う。他のケースと大きく異なるのは，全ての課税  

で資本労働比率が低下していることである。これ  

は，育児支援による育児コストの低下が出生率を  

大きく増加させ，その結果人口が大きく増加し，  

資本労働比率の分母である人lコが大きく増加する  

ためである。所得を増やす政策よりも育児コスト  

を直接低下させる政策が望ましいといえる。  

Ⅴ 効用水準  

課税政策を効用水準の観点から検討し，税率の  

変化が効用にどのような影響を与えるかを考察す  

α（抑－♪）  
〃＝   

♪ である。数値計算（全ての税率が0の  
ヱー  

場合）によるとこの値は0．8504であり，効用水準  

は－0，3111である。ケース3においてはどのよう  

な課税で集めても出生率を増加させるが，効用の  

面から考えると資本所得課税，消費課税で集める  

べきである。  

Ⅵ 結論と将来への課題  

本稿では，税収の集め方が出生率にどのような  

影響を与えるかを考察した。さらにその使い道に  

ついても同時に考察した。集めた税収は児童手当  

として育児コストを低下させる，すなわち，価格   
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起こす可能性は十分考えられる。数値計算の結果  

ではその効果は弱かったが，この効果が強くなる  

場合は出生率を増加させる児童手当がかえって出  

生率を減らしかねない。このようなことを引き起  

こさないために，十分考えて政策をすべきである。  

ケース3においては政策を行なうことにより出生  

率の増加は見込めるが，1人あたり産出量が必ず低  

下するという犠牲を覚悟しなければならない。そ  

の一方で，ケース2の消費課税の増税は出生率と  

産出量の両方の増加が見込める。   

昨今の税制改革論議では，少子高齢化社会のた  

めに労働所得税よりも消費税の増税が叫ばれてい  

る。今日， 出生率の低下が続いており，命題1の  

（2）で留保した資本所得課税の増税が出生率を上昇  

させる可能性のある条件，すなわち資本労働比率  

の変化に伴う賃金の変化に比べて定常状態の出生  

率が大きいという条件が満たされる可能性は小さ  

いと考えられる。従って，命題1の（3）が示すよ  

うに，消費税の増税は出生率，産出量の観点から  

労働所得税の増税よりも望ましいと本稿の分析結  

果として主張できる。   

スウェーデンの児童手当給付額は対GDP比で  

0．83％なのに対し 日本は0．03％である（出所：『少  

子社会と子育て支援」】データは1997年）。（ス  

ウェーデンの租税負担率は49．3％（消費課税は  

18．8％）に対し，日本は21．3％（消費課税は6，9％）で  

ある。）（出所：『税のはなしをしよう』データは  

2005年。）日本も児童手当を増やし，その財源を消  

費課税にすることによってスウェーデンと同じよ  

うに出生率増加効果を期待できることをこの論文  

は示している。  

（平成17年1月投稿受理）  

（平成18年3月採用決定）  

数値計算   
各税率をそれぞれ上げたときの出生率の変化を数値   
計算したものである。数値計算で用いられるパラ   
メータを以下の手続きに従いα＝0．135，β＝0．375，Z   
＝0．198w，p＝0．14w，∂＝0．32と設定した。   
育児コストzについて 野村諾券株式会社の「家計   

と子育て費用調査」では，家計支出に占める子育て   
費用の割合をエンジェル係数とLて算出している。   
2003年7月の調査では，家計支出平均の月額27．3万   

政府支出   

図8 課税率の上昇と効用水準の関係（ケース1）  

0．（旧000．000．00120．00190．00250．00320．（舶00．0（旭70．0055  
（1．7260）  

（1，7280）  

（1，7300）  

（1．7320）  

（1．7340）  

（1．7360）  

（1．7380）  

（1．7400）  

効
用
水
準
 
 

政府支出   

図9 課税率の上昇と効用水準の関係（ケース2）  
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政府支出   

注1効閂水準の括弧内の数値はその値が負の値だというこ  

とを示している。  

図10 課税率の上昇と効用水準の関係（ケース3）  

効果をもたらすような政策が出生率と効用の観点  

から望ましいことが分かった。今現在行なわれて  

いる児童手当制度はこの分析からも十分支持でき  

る制度であり，もっと積極的に行なわれるべきで  

ある。ただし，この場合は資本労働比率が減少し  

てしまう。資本労働比率の減少は賃金率の減少に  

つながり，可処分所得の低下が出生率低下を引き  
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円に占める子ども1人あたりの支出額平均は7．8万   

円にのぼり，エンジェル係数は28．4％となっている。   

可処分所得に占める子ども1人あたりの支出額の割   

合は，夫の生涯平均可処分所得が月額39．3万円であ   

ることから7．8万円÷39，3万円より0．198である。   

よってz＝0．198wと設定する。   

年金保険料pについて 年金保険料p＝0．14wとい   
う値は2005年時点における厚生年金の保険料率は  

13．9％である事実に基づいている。厚生年金の保険率   

は1996年10月以降13．58％で推移してきたが，   
2004年10月から毎年0．354％ずつ引き上げられて   
いる。なお厚生年金の保険料は労使折半であるが，   

ここでは簡単化のため，全て自己負担として考える。   

資本分配率∂について 最近の日本の労働分配率は   
低下傾向にあり，2004年においては68％まで低‾p‾   

している。よって資本分配率は32％と考えることが   

でき，∂＝0．32と設定する（平成17年版経済財政白   

書のデータによる。この労働分配率は財務省「法人   
企業統計季報」より作成されている。労働分配率＝   

人件費／（人件費＋営業利益＋減価償却費）である）。   
効用関数のパラメータα，βについて α，βについて  

は小塩（2001）に従いα＝也α0，β＝（1－αり）と             2＋   
β   

定式化する。Pは割引率，α0は育児の重要度である。   

本稿は2期間モデルを用いており，1期間を30年と   

考えて，さらに長期金利が1．2％（2005年における国   

債の利回り（出所：「日経データバンク」））という事   

実から，複利計算をしてβを導出した。その結果と   

してβは0．4と設定する。   

α。については2003年の日本における合計特殊出生   

率が1．29という事実（1人あたりにすれば，およそ   

0．65である）と育児コストzが0．198wという事実に   

基づいて，本稿にて導出された定常状態でのnとk   

の快走式より逆算して求めた。その結果，α0＝0．265   

と導出された。よって，α＝0．135，β＝0．375と設定   

する。  
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注   
1）1人あたりにする場合老年世代と若年世代の総  

人口は異なっている。若年世代の家計数を椚ごとす   

型 
ると老年世代の家計数は椚トー＝である。  

叫＿l   

2）l叫＝αl】α22－β12d21の符号は安定性条件より正   

である。（3）式，（5）式を（穐＋1，萌，血′で仝微分   

して定常状態で評価すると次の2つの式（C一  

叫魂十1＋β塊－α22血′＝0，吼－（1一丁ぴ）霊魂   
…12動＝0が導出できる。ただしA＝（1一丁r）（1  

・Tc）β＝α回1一丁r）r）（1一丁vJ），C＝α（（1  

一丁以ー）抑一項一丁′）霊である0安定性条件は告＜1   

（1一丁wノ）憲一慧β  
軋1  

この式を整頓する   

より萌‾乃・慧（C－A）   
とα11（】22－α12晦1＞0を導くことができる。  

3）導出過程に付いてはケース1と同様なので，証   

明が必要な方は筆者まで連絡されたい。安定性条   

件もケース1と同様に求められる。  

4）扶養控除などもこのケースで考えることがで   

きる。子ども1人あたりの控除額をJとする。賃   

金所得税が子どもの数に応じて控除される場合，  

（トT甘）叫・T止血となり，す＝れノとすれば課税控除   

のケースも説明できる。   

参考文献  
小塩隆士（2001）「育児支援年金改革と出生率」『季   

刊社会保障研究』36－4，pp．535－546。  

（2005）『社会保障の経済学［第3版］』，日   
本評論社。  

加藤久和（2001）『人口経済学入門」」，日本評論社。  

国立社会保障・人口問題研究所編（2001）『少子社会   

の子育て支援』，東京大学出版会，pp．19－46，103－  

118。  

財務省（2004）（2005）『税のはなしをしよう」」，財務   

省。  
スウェーデン文化交流会（2005）‘TaxesinSweden”。  

伊達雄高■清水谷諭（2005）「日本の出生率低下の要   

因分析：実証研究のサーベイと政策的含意の検   

討」『経済分析』176号，pp．93－135。  

塚原康博（1995）「育児支援政策が出生行動に与える   

効果について：実験ヴイネットアプローチによる   

就業形態別出生確率の計量分析」『日本経済研究』   
Vol．28，pp．148－161。  

内閣府（2003）「高齢化・人口減少への挑戦」『平成  

15年度年次経済財政報告』，内閣府。  

（2004）『平成16年少子化社会白書」】，内閣   

府，p．35，36。  

（2005）『平成17年高齢社会白書』，内閣府，   

p．10。  

野村諾券株式会社（2003）『第8回 家計と子育て費   

用調査』，野村言登券株式会社，pp．25－12。  

樋口美雄・阿部正浩・Waldfogel，Jane（1997）「日米   

英における育児休業・出産休業と女性就業」『人   



季刊・社会保障研究   90  Vol．42 No．1  

口問題研究』Vol．53，No．4，pp．49－66。  

林 伴子（2005）「スウェーデンの家族と日本の少子   

化対策への含意」『経済分析』176号，pP．170－   

202。  

Barro，RJ．andG．S．Becker（1988）“AReformulation   

OftheEconomic′meoryofFertility，”Quarteゆ♪ur・   

〝αJ〆＆β〝β椚fα，VOl．103，pp．1－25．  
－－－ （1989）“FertilityChoiceinaModelof   

EconomicGrow血，”Econometrica，57，pp，481－501．  

BeckerG．S．，MurphyKM．andTamuraR（1990）“Hu－   

manCapital，Fertility，andEconomicGrodh，”♪ur－   

〝αJ〆魚上沼cαJ且フ∂〝β〝ひ，Vol．98，No．5－2，pp．S12－   

S37．  

GalorO．andWeilD．（1996）“′meGenderGap，Fertil－  
ity，andGrowth，”AmericanEconomicRevieuLVol．   
86，No．3，pp．374－387．  

KatoH．（1999）“OverlappingGenerationModelwith   
EndogenousPopulationGrow恥”『人口学研究』第   
25号，pp．1ト24．  

NishimuraKandZhangJ．（1992）“Pay－aS－yOu，gOPub－  
1icpensionswithendogenousferti）ity，”J？urnalqf   

劫助日加湘㈲ねvol．48．pp．239－258．  
YakitaA（2001）“Uncertainlifetime，fertilityandso－   

Cialsecurity，”Journal〆P坤ulationEconomics，VOl．  
14，pp．63M40．   

（やすおか・まさや 神戸大学COE研究員）   




